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第１章 空家等対策の基本的な方針 

１. 計画策定の背景 

  近年、地域における人口減少や既存住宅、建築物の老朽化、社会情勢に伴い、全国的に居住

その他の使用されていない空き家が年々増えてきています。 

  その中には適正に管理されていないために、安全性上、公衆衛生上、景観上において問題を

生じさせ、地域住民の生活に深刻な影響を及ぼしています。 

  このような状況から、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、公共の福祉の増進

と地域の振興に寄与することを目的として、平成２６年１１月２７日に「空家等対策の推進に

関する特別措置法（以下「空家法」という。）」が公布され、平成２７年５月２６日には完全施

行となりました。 

空家法第３条では「空家等の所有者又は管理者は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよ

う、空家等の適切な管理に努めるものとする」と規定されており、空家等を適切に管理する責

任は第一義的に所有者等にあります。空家等に起因する問題であっても、越境する樹木の問題

など、民法上の相隣関係については当事者間で解決していただいています。一方、空家法第 4条

では、市町村の責務として、空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関する必要な措

置を適切に講ずるよう努めるものとし、同第５条で、空家等に関する施策を総合的かつ計画的

に実施するための基本的な指針（以下、「基本指針」という）を定め、同第６条で、市町村は、

その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基本指針に即して、空

家等に関する対策についての計画（空家等対策計画）を定めることができると規定しています。

そして、著しく保安上危険となるおそれのある空家等を「特定空家等」と認定し、助言・指導、

勧告、命令、行政代執行と段階を経て、強く介入できることとなり、自治体が積極的に関わっ

ていくことが求められることとなりました。 

そこで本村は、村民が安全で快適に暮らすことのできる生活環境を確保するとともに、空家

等の予防や空家等の解体だけでなく、利活用に対しても積極的に推進し地域の活性化を図り、

総合的に空家等対策を進めていく計画として策定します。 

 

２. 計画の位置付け 

  本計画は、法第６条第１項に基づき策定するもので、平成２７年２月に国から示された「空

家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針」（以下「国指針」という）

に即した計画とします。 

  また、「東白川村総合戦略」や「東白川村過疎地域自立促進計画」など関連する本村の計画と

連携を図りながら計画を実施します。 

 

３. 用語の定義と使い分け 

  本計画で対象とする空家等は、空家法第２条に規定する空家等及び特定空家等とします。た

だし、空家等の発生予測や利活用の対象とする空家等については、住宅・土地統計調査におけ

る空き家を使用します。 

 

（１）空家法の定義 
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１）空家等（法第２条第１項） 

     「空家等」とは、「建築物(※１)又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用が

なされていないことが常態であるもの(※２)及びその敷地（立木その他の土地に定着する

ものを含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。」

とされています。 

(※１)「建築物」とは、土地に定着する工作物のうち、屋根及び柱若しくは壁を有するもの（これに類する構造のも

のを含む。）、これに附属する門若しくは塀、観覧のための工作物又は地下若しくは高架の工作物内に設ける事務所、

店舗、興行場、倉庫その他これらに類する施設（鉄道及び軌道の線路敷地内の運転保安に関する施設並びに跨線橋、

プラットホームの上家、貯蔵槽その他これらに類する施設を除く。）をいい、建築設備を含むものとする（建築基準

法第２条）とされている。 

（※２）「居住その他の使用がなされていないことが常態である」とは、建築物等（建築物又はこれに附属する工作物）

が長期間にわたって使用されていない状態をいい、例えば、概ね年間を通して建築物等の使用実績がないことは１つ

の基準となると考えられる（空家法第５条第１項関連「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基

本的な指針３(１)」。）とされている。 

     さらに、 

①年に１度、部屋の空気の入れ替えにきている場合。 

②年に１度、状況確認時に１泊している場合。 

③入居者が決まり次第賃貸物件として使う予定がある場合。 

のいずれでも、管理していることにはなるが、「居住その他の使用がなされていない」空

家等として判断されます。 

 

２）特定空家等（法第２条第２項） 

     特定空家等は空家等のうち、次のいずれかの状態にあると認められるものをいいます。 

    ①倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

    ②著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

    ③適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

    ④その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

 

３）危険空家等（岐阜県空家等対策に係る対応指針） 

     「危険空家等」とは、「特定空家等のうち、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危

険となるおそれのある状態のものをいう。」とされています。 

 

（２）住宅・土地統計調査（総務省統計局）の定義 

    住宅・土地統計調査は、住宅とその住宅に居住する世帯の居住状況、世帯の保有する土

地などの実態を把握し、その現状と推移を明らかにすることを目的としています。 

   

１）空き家 

     空家法による空家等の定義とは異なり、共同住宅などの空き部屋も含むもので(※１)住

宅・土地統計調査では「空き家」と表記されています。 

    （※１）住宅・土地統計調査における「空き家」 
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.「空家等」等の定義表 

区分 

空
家
法
の 

「
空
家
等
・
特
定
空
家
等
」 

住
宅
・
土
地
統
計
調
査
の

「
空
き
家
」 

住
宅
・
土
地
統
計
調
査
の

「
そ
の
他
の
住
宅
」 

使用されていない(人の出入りのない)おおむねの期間 1 年 ３ヶ月 ３ヶ月 

家
屋
の
種
類
等 

別荘や賃貸用・売却用の家屋、部屋 ○ ○ × 

倉庫や物置など住宅ではない家屋 ○ × × 

全ての住戸が使用されていないマンションや 

長屋などの共同住宅 
○ ○ ○ 

一室以上が使用されているマンションや 

長屋などの共同住宅の空き室部分 
× ○ ○ 

家
屋
の
状
態 

壁が倒壊している、窓が割れている等で到底人が住

むのに適さない家屋 
○ × × 

住むことが可能で、景観を著しく 

損なっている家屋 
○ ○ ○ 

（注）１ 総務省の調査結果による。 

   ２ 「家屋の種類等」欄及び「家屋の状態」欄は、各用語の定義に含まれる場合は「○」、

含まれない場合は「×」を付した。 

※参照：空き家対策に関する実態調査 結果報告書 平成 31 年 1 月 総務省行政評価局 
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第２章 空家等の状況 

１. 空家等の現状把握 

（１）東白川村の現状 

１）地域の位置づけ 

 

面積・土地利用 

 

※平成 29～30年第 65 次東海農林水産統計年報より 

                                 

     東白川村は、岐阜県のほぼ中央で飛騨地域（北部）と美濃地域（南部）に分かれてい

ますが、東白川村は美濃地域に属するものの、ほとんど飛騨地域に接し、さらに東へ２

０㎞走れば長野県境という周辺部に位置し、その地形は御嶽山（３，０６７ｍ）を頂点

とする山塊の中にあって、裏木曽と呼ばれる森林地形を形づくっています。 

御嶽をとりまく支峰小秀山（岐阜・長野県境 １，９８２ｍ）を源流とする流れは、中

津川市から東白川村に入って白川と名を変え、下流「白川町」で飛騨川に合流し、さら

に木曽川に合流して伊勢湾に注いでいますが、この白川は、その名のとおり岐阜県内で

も代表的な清流であり、濃飛流紋岩でかたちづくられている川石の白さとあいまって「東

白川村」の名の由来ともなっています。この白川と、これに注ぐ数多くの小支流によっ

て浸食された村の地形は、ほとんど平地のない急傾斜地となっており、村の面積８，７

０９ｈａの９０％が山林で、農地はわずかに３．１％の２７２ｈａにすぎません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 岐阜県図と村の位置 

総面積 8,709ha 

 山林 7,826ha 

農地 
水田 135ha 

普通畑 137ha 

宅地・道路・河川等 611ha 

御嶽山 

小秀山 

東白川村 
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２）人口・世帯などの状況 

    村の人口は、１９８５年から徐々に減少し、今後、将来も少子高齢化の影響により、減

少し続けると予想されます（図 2-2、2-3） 

また、全体的な一般世帯は２０００年をピークに減少しつつあるなか、高齢夫婦世帯・

高齢単身世帯は年々増加し続けているため、それに伴い、高齢者施設への転居などが原因

となる空き家化の可能性も同じく高まっていくことから、さらなる空家等の増加が予想さ

れます（図 2-2、2-4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査、2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成 30 年 3月推計） 

図 2-2 人口・世帯の推移 
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出典：国勢調査、2020 年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成 30 年 3月推計） 

注）2015年の年齢 3 区分別人口は、年齢不詳を按分した人口。  

図 2-3 年齢３区分別人口割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)・高齢夫婦世帯は夫 65歳以上、妻 60 歳以上の夫婦 1組のみの一般世帯         出典：総務省「国勢調査」 

  ・高齢単身世帯は 65 歳以上の人 1 人のみの一般世帯 

図 2-4 高齢夫婦世帯・高齢単身世帯の推移 
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３）人口流動 

    流出理由として、毎年学業上・結婚等・職業上が多く、また、２００２年から２００７

年で住宅事情により流入がありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 移動理由別転入転出差の推移    資料：人口ビジョン 

４）不動産の動向 

    土地取引に関する統計情報をみると、平成１５年（２００３年）をピークに減少傾向で

はありましたが、平成２４年（２０１２年）から徐々に増加していきました。しかし、平

成２７年（２０１５年）から平成２８年（２０１６年）にかけて減少していくなど、加茂

郡内の市町と比較すると、変動が大きいため、一定の需要は得られていないことが伺えま

す（図 2-6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※指数：平成 13年の土地取引件数に対する各年の土地取引件数の割合   資料：土地取引規制基礎調査概況調査 

図 2-6 土地取引の推移(加茂郡) 
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（２）空き家の状況 

（住宅・土地統計調査の結果） 

  H10 H15 H20 H25 H30 

全国 
空き家総数（戸） 5,764,100 6,593,300 7,567,900 8,195,600 8,460,100 

空き家率 11.5％ 12.2％ 13.1％ 13.5％ 13.6％ 

岐阜県 
空き家総数（戸） 84,800 101,900 117,900 133,400 139,800 

空き家率 11.4％ 13.0％ 14.1％ 15.2％ 15.6％ 

美濃加茂市 
空き家総数（戸） 1,820 2,070 2,340 5,950 4,210 

空き家率 10.8％ 10.9％ 11.1％ 22.8％ 16.6％ 

※住宅・土地統計調査より 

表 2-1 全国、岐阜県、美濃加茂市における空き家総数と空き家率 

 

 H15 H18 H21 R1 

五加地区 36 43 35 34 

神土地区 35 43 56 54 

越原地区 37 50 52 44 

空き家合計 105 137 143 132 

空き家率(※１) 10.4％ 13.3％ 14.0％ 13.7％ 

※東白川村調査より （※1）空き家率＝空き家合計数÷（世帯数+空き家合計数） 

表 2-2 東白川村における「空き家・別荘」と「空家等」の状況 

 

１）東白川村における空家等の状況 

      平成２７年度に各地区の自治会長に調査依頼し、約１００件の空家情報が上がりま

した。その情報を過去の空き家調査情報と重ね、それを元に令和元年度に役場職員に

よる現地調査を実施し、１３２件の空家等について把握しました。実態調査について

は、「第３章 空家等の調査に関する事項」にて記しています。表 2-2は、過去に行わ

れた「空き家・別荘」調査（H15～H21）と「空家等」調査（R1）の結果を記しています。

また、独自の計算式で空き家率を算出し、全国、岐阜県、美濃加茂市の空き家率と比

較しました 

※表 2-2 における、H21 から R1 の空家数が減少したのは、R1 調査対象が、空家法の「空家等」となり、それ以前

の調査対象の「空き家」より、対象範囲が狭くなった影響が大きいと考えられます。詳しくは、「第 1 章 空家対

策の基本的な方針、３用語の定義と使い分け」を参照ください。 

本村の空き家率は、全国値と同等となっています。過疎化が進む中で、全国値と同

等なことは、本村の地形がほとんど平地のない急傾斜地となっており、元来住宅地が

少ないことが大きな要因だと考えられます。現在は、商業地等の住宅密集地における

空き家数が目立ちますが、過疎化（若者の人口流出）のため、また、団塊の世代の高齢

化と世帯の分化（高齢夫婦世帯と高齢単身世帯の増加）の影響を強く受け、これから

は村全域において空き家数の増加が予想されます。また、過疎地域のため、空き家、

空き地の商業流通も難しい状況です。 
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２. 空家等の課題と今後の空家等対策 

（１）空家等が引き起こす課題 

   空家等の増加は、近隣住民及び、地域全体に様々なかたちで問題をもたらします。空き家

には「利活用可能な空き家」と「利活用が困難な空き家」に分類され、そのうち「利活用が困

難な空き家」については、管理が不十分で、防災、防犯、衛生、景観上から周辺環境に直接的

に悪影響を及ぼしているものが数多くあります。また、地域の魅力、地域活力の低下や地域

コミュニティ崩壊の危険などの、間接的な悪影響を及ぼします。 

 

１）防災、防犯上の問題 

    空家等が管理されず放置されることで、屋根の落下や、壁の崩壊、また建物自体の崩壊

を引き起こし、地域住民に対し危険な状況を引き起こします。また、一般道路、通学路等

に面した空き家の場合、往来する車、人に対しても危険な状態であると言えます。 

    さらには不審者の侵入、放火等、防犯上の問題も引き起こします。 

 

２）衛生上の問題 

    敷地内における不要物の放置は、他の不法投棄を招くこともあり、問題が拡大するおそ

れがあります。また、小動物等の侵入を招き、地域住民の生活に支障をきたすこととなり

ます。 

 

３）景観上の問題 

 管理されないままの状態が続き、建物の破損が目立つようになった空家等は、地域全体

の景観を損ねることに繋がります。また、東白川村は「日本で最も美しい村」連合という

団体に加盟しています。失ったら二度と取り戻せない日本の農山漁村の景観・文化を守り

つつ、最も美しい村としての自立を目指す取り組みをしており、空家等の放置はこの連合

の主旨にも反することとなってしまいます。 

 

（２）これまでの取り組み 

１）これまでの取り組み（～平成 30年度） 

   ア 予防 

    ①広報にて空き家の特集を掲載 

     ②空き家バンク、空き家の管理に関するチラシを全戸配布 

     ③専門家（司法書士）との地域包括支援スタッフ勉強会 

     ④「独居者の家族会」にて、専門家（司法書士）による講演会を実施 

    【演 題】「空き家って何が困るの？終活からみる空き家対策」 

    【参加者】15 世帯（21 名） 

     ⑤専門家（司法書士）による相談会を実施 
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村作成 啓蒙チラシ 

 

 

イ 利活用 

   ①平成 25 年６月「東白川村空き家バンク」を開始。 

    空き家バンクとは、村内の空き家情報を提供する制度です。 

 

   【実績】平成 25 年 6 月～平成 31 年 3 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登録物件数 15 件 

成約物件数 11 件 

未成約件数 4 件 

成約 11 件内訳 
売却 5 件 

賃貸 6 件 

移住 8 件 

（8 世帯） 

構 成 

大人 26 人 

子供  9 人 

出産  2 人 

成約 11 件 

利用状態 

移住定住 8 件 

2 次的活用 3 件 
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【移住希望者による問合せ状況】 

 
図 2-9 平成 25 年 6月～平成 31 年 3月 移住相談数と成約件数 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年 6月～平成 31 年 3月 移住相談数と成約件数 

 

ウ 空き家に関する支援事業 

①【空き家活用事業補助金】（Ｈ27 年度～Ｈ30年度） 

空き家バンクに登録し、貸し手や買い手が決まった場合、所有者が空き家の内外を

整理する際、その費用の 1/2を補助。最大 20万円。 

 

②【空き家改修事業補助金】（Ｈ27 年度～Ｈ30年度） 

空き家バンクに登録済みの物件を賃貸契約により借りた場合、所有者等及び借り手

が行う改修に対し、その費用の 1/2 を助成。最大 30 万円。 

 

③【空き家解体支援事業補助金】（Ｈ25 年度～） 

村内に存在する「老朽危険空き家」を所有者が解体撤去する際、その費用の 1/3 を

助成。最大 30 万円 

    ※平成 30年度に改正 
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H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 Ｈ30年度

相談件数 成約件数

 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

相談件数 21 11 25 28 32 

成約件数 2 4 3 3 2 
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【実績】 

内外の整理（片附け） 2 件 

改修（水道管・トイレ等） 2 件 

解体 9 件 

 

  エ 所有者等による空き家に関する問合せ（総合） 

    平成 25 年度～平成 30 年度まで、総務課企画係にて空き家の相談対応を実施。 

     ※令和元年度から相談窓口は地域振興課商工振興係へ移動 

 

【実績】 

年度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 

相談件数 ４件 ４件 ４件 9 件 12 件 

 

（３）今後の空家等対策 

１）東白川村空家等対策研究会の立ち上げ 

   現在、危険空家等として該当しそうな物件も数件存在します。空家等が引き起こす課題

に総合的に対策を講じるためには、行政、民間が連携・協力して効果的な対策を実施して

いく必要があります。そこで、令和元年度には「東白川村空家等対策研究会」を立ち上げ、

東白川村における現状と今後の対策について協議する場を設けました。この研究会は、村

長を代表とし、地域の区長、民生委員代表、警察関係、また専門家として司法書士、建築

士が参加しています。そして、実態調査、所有者の適正管理の促進、利活用の促進、特定

空家等対策を協議、実施していきます。令和２年度には、「東白川村空家等対策研究会」

から「東白川村空家等対策協議会（仮称）」へと再編成する予定です。 

 

２）対策の目的 

本村において、空家等にしないための対策、適正に管理するための対策、利活用の促進

を図ることにより、安全で快適な暮らしが実感できる「すみよさ」のあるむらづくりを、

村民と行政の協働、地域と地域の連携により推進することを目的とします。 

  

３）対策の方針 

  ア 予防 

   ○空家等の発生を未然に防ぐ。 

空家等の適正管理の啓蒙や、専門家と連携し相談会や講演会を開催し、早期に遺産分割、

相続登記、空家等になる前からの家族会議等での話し合いをすすめていきます。また「家

族信託」(※１)等の先進的な研究も図ります。 

 （※１）信託制度 家族信託 

  「信託制度」は、委託者が受託者に対して、信託契約などによって金銭や土地などの財産を移転し、受託者は委託 

者が設定した信託目的に従って受益者のための財産の管理・処分などをする制度。「家族信託」は、受託者は委託 

者の家族となる。 

  イ 活用 
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   ○空家等を地域資源とする。 

   移住定住事業、官民協働事業と連携し、空家利用促進を総合的に取り組みます。 

  ウ 解消 

   ○適正管理されていない空家等の問題を早期に解消する。 

   官民連携で、危険空家等、特定空家等に対して適切に措置を図れるよう、実施できる体

制を整備し地域の安全を確保します。 

 

４）空家等対策の対象地区 

    東白川村における空家等対策の対象地区は、村内全域とします。 

 

５）対象とする空家等の種類 

    本計画で対象とする空家等の種類は、空家法第２条第１項に規定する空家等とします。 

 

 

 

 

 

６）計画期間 

    本計画の期間は、令和２年度から令和６年度までの５年間とします。ただし、社会状況

の変化や国の各種施策に応じて計画内容や期間の見直しを図ることとします。 

 

 

 

 

  

計画期間 ５年間 

     令和２年度～令和６年度 

「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用が

なされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着す

る物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するもの

を除く。 
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第３章 空家等の調査に関する事項（詳細調査） 

１. 調査概要 

本村では、対策が必要な空家等を把握するため、空家等の実態調査を実施しています。実態

調査は、自治会に依頼して行う 1 次調査と、村の空き家担当課が行う 2 次審査により実施しま

した。1次審査では、空家等と認められる可能性のある物件を把握し、それらの物件等を対象と

して 2次調査により、より詳細に調査して、空家等として認められるかどうかを判断します。 

 

２. 調査対象地区 

  東白川村全域。 

 

３. 調査期間 

  1 次調査は、平成 28 年度に実施。2次調査は、1次調査の結果集計、分析等を踏まえ、取りま

とめを行った後、令和元年度中に実施しました。調査終了後も、空家等の実態を継続的に把握

するために、補足調査を随時実施する予定です。 

 

４. 調査対象空家等 

  空家法第 2 条 1 項に規定する空家等について調査します。調査の結果、周辺に悪影響を及ぼ

している空家等は、空家法第 2 条第 2 項に規定する特定空家等と認められるかの判断を行うこ

とになります。 

 

５. 調査方法及び内容 

  1 次調査は、自治会からの空き家情報をリスト化しました。2次調査は、1次調査における調

査項目の再確認に加え、例えば下記に示す詳細な項目について調査を実施し、使用実績や周辺

に及ぼしている悪影響等について把握しました。 

 

（１）空家等の所有者等への聞き取り調査 

（２）空家等の近隣への聞き取り調査 

（３）外観調査 

（４）所有者等特定調査 

（５）空家所有者への実態及び意向調査 

   

所有者等が不明な場合は、空家法第 10 条に基づく固定資産税情報等の利用のほか、「地方公

共団体における家屋調査の手引き vol.1」を参考として所有者等の特定をできる限り調査しま

す。具体的な特定方法は以下のとおりとします。 
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【所有者等の特定方法】  

 

○固定資産税情報等の利用 

・税務・戸籍等担当部局等と連携し、行政情報の内部利用により特定 

○住民等への聞き取り 

・自治会 

○登記簿謄本等の活用 

・登記簿謄本を入手するには、空き家の家屋番号（通常は敷地の地番と同じ）を特定する 

必要があるため、ブルーマップ、住宅地図及び公図を活用します 

 

 

６. 調査結果の取扱い 

  1 次調査、2次調査の実施結果を踏まえて、村内における空家等の実態を把握しました。調査

の結果、周辺に悪影響を及ぼしていると考えられる空家等については、特定空家等に該当する

かどうかを判断し、「空き家リスト」に記録して管理します。 

 

７. 関係機関との情報共有 

  村は、集約した空家等の情報を必要に応じ、関係部局で共有し、空家等対策に活用します。

なお、特定空家等にかかる情報については、県及び影響を及ぼすと考えられる周辺市町村に提

供します。 

 

◆市町村による空家実態調査の法令根拠 

 ①空家等対策の推進に関する特別措置法 第四条 

  ○市町村は、第六条第一項に規定する空家対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関する

対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるようにする。 

 ②空家等対策の推進に関する特別措置法 第六条第一項 

  ○市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基本指

針に即して、空家等に関する対策について計画（以下「空家対策計画」という）を定める

ことができる。 

③空家等対策の推進に関する特別措置法 第六条第二項 

  ○空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 ④空家等対策の推進に関する特別措置法 第九条 

  ○市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把握す

るための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことができる。 

 ⑤東白川村空家等の適正管理に関する条例 第十八条 

  ○村長は、村内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把握するための調査その他

空家等に関し、この条例の施行のために必要な調査を行うことができる。 

 

※空家実態調査票は資料編に記載 
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第４章 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

１. 所有者等の責務についての啓発 

  空家法では、所有者等が自らの責任により適切に空家等を管理することとなっています。所

有者等が責任を持って自主的、適切に空家等の管理を行うことができるよう、本村の広報誌や

ホームページ、全戸配布などにより、所有者等の責務について啓発を行います。 

 

岐阜県 啓蒙チラシ 

 

２. 所有者等への情報提供 

  空家等の適切な管理についての情報を提供します。将来的に適切な管理ができなくなる見込

みや、長期間にわたり活用されない見込みがある所有者等については、適切な管理や活用など

に関する情報を提供します。 

  また、地域からの通報があった物件、特定空家等に該当する可能性の高い空家等の所有者等

については、周辺に影響が及ぶことのないよう、速やかな改善に向け、必要な助言や情報提供

を行います。 

 

３. 相談窓口の設置 

  村の空家等に対する相談窓口として、地域振興課内に総合相談窓口を設置するとともに、岐

阜県住宅供給公社に設置されている「空き家・すまい総合相談室」と連携し、空き家利活用、

除却等の対応に当たります。また、司法書士等の専門家とも連携し、相続や福祉など幅広い対

応を図ります。 
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第５章 空家等の利活用の促進、除却、跡地の活用の促進に関する事項 

令和元年度から、空き家バンク制度の充実や、空家等の利活用に関する支援制度の見直し、村

への空家等の寄附の受付け拡大と、村による家財処分作業の請負など、所有者等が抱える課題解

決と移住希望者による空家等の利活用の推進により、地域の保全と地域活性化を総合的に取り組

んでいます。 

 

１. 移住定住事業 

 令和元年度からスタートした「つながるナビ・東白川村リユース事業」により、総合的な移

住・定住事業を展開します。事業の内容は以下のとおりです。 

 ① 空家利活用事業（令和元年度より、空き家を村が所有し活用する事業がスタート） 

 ② 定住促進事業（令和元年度より、定住者に特化した事業をスタート） 

 ③ 就農希望者の対応 

 ④ 住宅建築の相談（フォレスタイル事業との連携） 

 ⑤ 土地の斡旋（令和元年度より、空き地を村が所有し活用する事業がスタート） 

 ⑥ サテライトオフィスの設置 

 ⑦ 移住体験 

 ⑧ 映像情報の作成 

 

◆東白川村リユース事業◆ 

「東白川村リユース事業」は、今までの空き家利用者に対する補助制度（家財処分費用と改

修費の助成）を根本から見直し、利活用できる空き家は全て東白川村が寄附を受けることを

可能とします。寄附をいただいた空き家において、家財等の処分は全て村で行いますが、リ

ユースできる家財等はストックしておき、空き家バンク利用者に無償で提供する仕組みづく

りを構築しました。また、この事業は民営化することを目標としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1  

東白川村リユース事業 

実施体制フロー 
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２. 利活用可能な空家等情報の発信 

◆つながるナビ◆ 

  平成 30年度までは、東白川村のＨＰにおいて、空き家バンクの物件情報だけでしたが、令和 

 元年度からは移住定住ポータルサイトを開設し、総合的な情報を公開しています。 

  また、東白川村の紹介映像を作成し、ＳＮＳ上等で情報発信していくことも計画しています。 

  

分野 情報内容 

移住・交流 村への移住の進め方や、地域体験・交流向け情報を紹介します。 

住まい 村で暮らしたい方へ、村内の物件情報を紹介します。 

仕事 村で働きたい方へ、求人情報や就農情報を紹介します。 

法人 村との取引やビジネスを考えている法人へ、村との「協働」を提案します。 

出身者・ファン 村出身者、ファンの方へ、便利な WEB機能やイベントを紹介します。 

相談 専属スタッフによる相談窓口を設置しました。 

情報発信の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「つながるナビ」チラシ 
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実際のリユース家財 

 

 

３. 空家等の利用者に対する支援 

  令和元年度から補助事業の見直しを図り、令和２年度より以下の支援を行います。 

 

（１）「定住促進奨励助成金」（助成額最高 120 万円） 

ア 住宅新築奨励助成金 

   ・交付対象者：新築住宅の登記名義人 

   ・内   容：水道加入分担金 400,000 円還付 

          浄化槽設置補助金 500,000 円増額上乗せ 

I・U ターン奨励助成金 300,000 円奨励助成 

 

イ 中古住宅購入奨励助成金 

   ・交付対象者：購入後の登記名義人 

   ・内   容：水道加入分担金 400,000 円還付 

          浄化槽設置補助金 500,000 円増額上乗せ 

I・U ターン奨励助成金 300,000 円奨励助成 

 

ウ 住宅改修奨励助成金 

   ・交付対象者：改修住宅の所有者 

   ・内   容：水道加入分担金 400,000 円還付 

          浄化槽設置補助金 500,000 円増額上乗せ 

I・U ターン奨励助成金 300,000 円奨励助成 
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４． 除却に対する支援 

東白川村老朽危険空き家等解体支援事業 

   ・交 付 対 象：村内に存在する「老朽危険空き家等」の、所有者又は相続権利者又は解体

及び撤去について委任を受けた者 

   ・老朽危険空き家等：公益に反する管理不全な状態にある空家等 

          別表に定める東白川村空き家老朽基準表にて、職員 3名が評点し、平均で 

100 点を超えたもの 

   ・内   容：解体及び撤去費用の 1/3を助成 

          （上限 30 万円） 

 

別表 東白川村空き家等老朽基準表 

A危険度の評定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B 地域住民等への影響度の評定 

 

 

※一つの評定項目につき、当該評定内容が 2又は 3ある場合においては、当該評定項目についての評点は、該当する評定内容に

応ずる各評点のうち最も高い評点とする。 

※A の合計値に B の係数を乗じて 100 以上になるものを対象とする。 

A 評点×B係数＝合計評点 点 
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５. 除却した跡地の有効活用の促進 

  地域の特性や住民ニーズに応じた跡地の有効活用について検討します。東白川村空き家バン

クでは、空き家物件及び空き地物件も取扱いしています。そのため、除却担当課と利活用担当

課との連携により、建物の除却と土地の利活用について相談対応しています。 

  また、国による空き家再生等推進事業（除却事業タイプ）は、居住環境の整備改善を図るた

め、不良住宅、空き建築物の除却を行うことを目的として設けられた事業です。この事業は空

家等対策計画に定められた空家等に関する対策の対象地区において、跡地が地域活性化のため

に供される等の条件を満たす場合に限り、空き家住宅又は空き建築物の除却等に要する費用の

一部を、除却を行う者に対し補助する制度です。この制度についても、必要に応じて活用でき

るよう検討していきます。 

 

 

◆本村における「空家等」の利用、解体での所有者と村の役割を下図にて示します。 

 

 
図 5-2 「空家等」の利用、解体における所有者と村の役割 
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第６章 特定空家等に対する措置その他の特定空家等への対処に関する

事項 

 

特定空家等とは、空家法第２条第２項において、以下の状態にある空家等と規定されていま 

す。 

 

 

 

 

 

 

１. 基本方針 

  空家等のうち、特定空家等に該当するおそれのあるものについては、速やかな改善が求めら

れることから、所有者等に対して、早期に助言又は指導を行うことが必要です。 

  このため、特定空家等に該当する前段階から、地域住民等から苦情が寄せられた空家等の所

有者に助言又は指導を迅速に行い、所有者等自らの責任において早期に対応を求め、解決が図

られるよう努めます。 

 

２. 特定空家等に関する判定について 

  特定空家等への該当については、「東白川村特定空家等判断基準」を判断の基準とし、専門家・

住民で組織する「空家等対策研究会」にて協議の上、その結果を参考に村長が判定することと

します。なお、「東白川村特定空家等判断基準」は、「特定空家等に対する措置」に関する適切

な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）（平成２７年５月）の第２章（１）「特定空家

等」の判断の参考となる基準、「外観目視による住宅の不良度判定の手引き（案）」（平成２３年

１２月）を踏まえ、本村としての判断基準を定めるものです。 

 

３. 特定空家等に対する措置 

  特定空家等に対して、空家法第１４条に基づく措置を講ずるかどうかについては、「空家等対

策研究会」にて協議し、その結果を参考に村長が判断するものとします。措置を講ずるに当た

っては、事前に特定空家等の所有者等に連絡を取り、その危険性等の現状を詳しく伝え、改善

方策や所有者等の主張等を十分に把握して、所有者等による解決を最大限目指すこととします。 

  措置については次のフロー図のとおりです。 

 ※空家等対策研究会は、令和 2年度に空家等対策協議会に再編成予定 

 

 

 

 

 

 

①そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

②著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

③適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

④その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

 



23 

図 6-1 特定空家等への対応フロー 

 

※１ 参考 固定資産税の住宅用地の特例 

住宅用地の区分 住宅用地区分の範囲 
特例率 

固定資産税 都市計画税 

小規模住宅用地 
面積が 200㎡以下の住宅用地（200 ㎡を超え

る場合は 1戸あたり 200 ㎡までの部分） 
１／６ １／３ 

一般住宅用地 小規模住宅用地以外の住宅用地 １／３ ２／３ 

作成

意見徴収

所有者不明 所有者判明

報告

状況管理

意見徴収

意見徴収

意見徴収

意見徴収

特定空家等に対する措置手順フロー図

管理不全の空家等への指導、助言（法１２条）所有者等の調査

職員による立ち入り調査 情報記録簿

特定空家等の判断
（村長による認定）

緊急応急措置

情報記録簿

東白川村空家等対策研究会

※令和２年度に空家等対策協議会に再編成予定

助言・指導（法１４条第１項）

勧告【法１４条第２項】
※1（固定資産税の住宅用地の特例解除）

命令【法１４条第３項】

事前広告

戒告書通知

代執行令書通知

略式代執行 行政代執行
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第７章 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

 空家等は所有者等の財産であることから、所有者等が自らの責任で適正な管理を行う義務があ

りますが、問題は多種多様にわたるため、所有者等がどこに、どのように相談したらよいか困惑

されることも考えられます。そこで東白川村では、下記のとおり相談窓口を設置するとともに、

岐阜県住宅供給公社に設置されている「空き家・すまい総合相談室」と連携し、空き家利活用、

除却等の対応に当たります。また、所有者等の死亡により、相続登記がなされず、相続人、管理

者等が不明となることがないよう、必要な連絡先が把握できるよう検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空き家・すまい総合相談室チラシ 

◆東白川村空家等対策相談窓口 

総合窓口・利活用関係 ／ 東白川村役場 地域振興課 商工振興係内 

解体関係       ／ 東白川村役場 総務課 企画財政係内 

住所         ／ 〒509-1392 岐阜県加茂郡東白川村神土 548 

ＴＥＬ        ／ 0574－78－3111（商工振興係 内線 252、企画財政係 内線 245） 

相談時間       ／ 毎週月～金 8：30～17：15（祝休日除く） 

 

◆空き家・すまい総合相談室 

相談窓口       ／ 岐阜県住宅供給公社内 

住所         ／ 〒503-0807  

岐阜県大垣市今宿 6-52-18「ワークショップ 24」６階 

ＴＥＬ        ／ 0584-81-8511 

電話予約       ／ 9：00～17：00（土・日・祝日除く） 

相談時間       ／ 毎週火・金 13：00～16：00（要予約） 

 

tel:0574783111
tel:0584818511
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第８章 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

１．庁内横断的な対策の実施 

村では、空家等における様々な問題に対応できるよう、全課が連携して取り組みます。各課

の役割、担当業務分野は次のとおりです。 

  なお、空家等の所有者等及び地域住民等からの相談・問合せに迅速に対応するため、空家等

に関する総合窓口を地域振興課内に設置します。総合窓口で受けた相談・問合せは、関係する

担当課で共有し、連携して対策に当たるほか、各課で受けた相談についても総合窓口に届く体

制を構築します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

２．東白川村空家等対策研究会 

  令和元年度には、民間、専門家等で組織する「東白川村空家等対策研究会」を立ち上げ、東

白川村における現状と今後の対策、実施について協議する場を設けました。この研究会は、村

長を代表とし、地域の区長、民生委員代表、警察関係、また専門家として司法書士、建築士、が

参加しています。そして、実態調査、所有者の適正管理の促進、利活用の促進、特定空家等対

策を協議、実施していきます。令和２年度には、「東白川村空家等対策研究会」から「東白川村

空家等対策協議会」へと再編成する予定です。 

担当課 担当業務 

地域振興課 ・総合窓口 

・移住定住の促進 

・空き家バンクの運用 

・住宅購入補助 

・住宅改修補助 

総務課 ・総合計画 

・空家等対策研究会運営 

・空家等実態調査 

・空家等所有者等への啓発 

・空家等への指導、助言 

・特定空家等認定事務 

・空家等除却費補助 

建設環境課 ・空き地の適正管理に対する指導、助言 

・道路の通行に支障を及ぼした空家等に対する指導、応急処置 

・耐震改修費補助 

産業振興課 ・農地付き空家等の利活用 

村民課 ・空家等に対する税制上の優遇解除 

保健福祉課 ・高齢者夫婦世帯・高齢者独居世帯への啓発 

教育委員会 ・通学路等の保全 



参考-1 

資料編 

 

資料１ 

空家実態調査における カルテ及び判定基準 

（１）空家等調査 カルテ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空家等情報記録簿

地区 NO.

日付 R　　　年　　　月　　　日 担当

地図番 住所

○　× 管理者

所有者
住所

連絡先

ランク
ABCDE

公益性 Ⅰ　Ⅱ
管理
状況

納税者
住所

連絡先

情報
状況

  □空家リスト　　 □空家バンク　 　□アンケート　  □登記
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（２）空家等調査チェックシート 

●調査対象とする空き家等の種類

○空家法第2条第1項に規定する空き家等とする ○村・全域

空き家調査票

次の条件を満たさない建物について、本調査票を起票する。

【明らかに生活実態がある建物】

①人の入居・出入りが確認できる　　　□

②生活音が聞こえる　　　　　　　　　□

③照明点灯、家電使用が確認できる　　□

④洗濯物が干されている　　　　　　　□

日付 記入者 集落 調査簿NO 地図番号 空家確認 危険度 付属屋

在り・なし

『1.異常あり』を

選択した場合

2．異常なし 『1.異常あり』を

　・なし 選択した場合

『1.異常あり』を

選択した場合

2．異常なし 『1.異常あり』を

　・なし 選択した場合

2．異常なし 『1.異常あり』を

　・なし 選択した場合

2．異常なし 『1.異常あり』を

　・なし 選択した場合

ベランダ・ 2．異常なし 『1.異常あり』を

　　屋外階段 　・なし 選択した場合

門・門扉 2．異常なし 『1.異常あり』を

施錠設備 　・なし 選択した場合

フェンス 『1.異常あり』を

・塀 選択した場合

2．異常なし 『1.異常あり』を ①古チラシ放置 ①チラシ散乱

　・なし 選択した場合 ③塞がれている ④著しく破損

玄関までの

進入路

2.異常なし 『1.異常あり』を

　・なし 選択した場合

ゴミ・放置物

・異臭

　　　調査物件

特

記

事

項

②著しく破損

①一部破損 ②著しく破損

①やや繁茂 ②著しく繁茂

他

①一部破損

1．進入不可 2．進入可 3.確認不可

3.確認不可

3.確認不可

1.異常あり

1.散乱あり 2．散乱なし

①一部破損 ②著しく破損

①一部破損

①一部破損

①一部破損

①一部破損

①一部破損

①一部破損

②著しく破損

②著しく破損

②著しく破損

②著しく破損

②著しく破損

②著しく破損

3.確認不可

雨どい

雨戸・シャッター

カーテン

郵便受け

敷

地

内

雑草・木

敷

地

周

辺

2．異常なし

1破損あり 2.破損なし 3.確認不可

1.異常あり 2．異常なし 3.確認不可

1.異常あり 3.確認不可

1.異常あり

1.異常あり

3.確認不可

3.確認不可

2．異常なし

1.異常あり 3.確認不可

建

物

外

観

窓

外壁

軒･庇（ひさし）

屋根 3.確認不可

3.確認不可

3.確認不可

3.確認不可

1.異常あり

1.異常あり

1.異常あり

1.異常あり

1.異常あり

日照状況

自動車・自転車

1よい 2．悪い 3.確認不可

1.あり 2.なし 3.緊急性



参考-3 

 

 

 

 

表2｢住宅の不良度の測定基準（木造住宅等）」　（外観目視により判定できる項目）

評定項目 評定内容 評点 最高評点

1 構造 イ　構造耐力上主要な部分である基礎が玉石であるもの 10

一般の ロ　構造耐力上主要な部分である基礎がないもの 20 50

程度 ②外壁 　　外壁の構造が粗悪なもの※ 25

イ　柱が傾斜しているもの、土台又は柱が腐朽し、

　　又は破損しているもの等小修理を要するもの

③基礎、 ロ　基礎に不同沈下のあるもの、柱の傾斜が著しいもの、梁が腐朽し、

土台、 　　又は破損しているもの、土台又は柱の数ヶ所に腐朽又は破損が

柱　又は 　　あるもの大修理を要するもの等

はり ハ　基礎、土台、柱又ははりの腐朽、破損又は変形

　　が著しく崩壊の危険のあるもの

イ、外壁の仕上げ材料の剥落、腐朽又は破損により、

構造の 　　下地の露出しているもの※ 100

2 腐朽 ④外壁 ロ　外壁の仕上材料の剥落、腐朽又は破損により

破損の 　　著しく下地の露出しているもの又は壁体を貫通する穴がある

程度 イ　屋根ぶき材料に著しい剥落又はずれがあり、雨もりのあるもの 15

⑤屋根 ロ　屋根ぶき材料に著しい剥落があるもの、軒の裏板、たる木等が

　　腐朽したもの又は軒の垂れ下ったもの

ハ　屋根が著しく変形したもの 50

イ　延焼のおそれのある外壁があるもの 10

ロ　延焼のおそれのある外壁の壁面数が3以上あるもの 20 50

⑦屋根 屋根が可燃性材料でふかれているもの 10

4 排水設備 ⑧雨水 雨樋がないもの 10 30

備考）一の評定項目につき該当評定内容が2又は3ある場合においては、当該評定項目に

２　老朽度・危険度ランク

ランク

A

B

C

D

E

３　周囲に対する危険度ランク

ランク

Ⅰ

Ⅱ

点数

０～３９

４０～６９

判定内容

評定区分

25

25

ついての評点は、当該評定内容に応ずる各評点のうち最も高い評点とする。
合計　　　　　点

25

50

100

15

①基礎

⑥外壁
防災上または

避難上の構造

の

程度

小規模の修繕により再利用が可能

管理が行き届いておらず、損傷が激しい

管理が行き届いていないが、当面の危険性は少ない

倒壊の危険性があり、修繕や解体などの緊急度が高い　　　　（危険空家）

倒壊の危険性があり、修繕や解体などの緊急度が極めて高い　（特定空家）

判定内容

倒壊した場合でも、隣家及び公道を通行する人・車両に及ぼす可能性がない

倒壊した場合に、隣家または公道を通行する人・車両に及ぼす可能性がある

７０～９９

１００～１４９

１５０点以上
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資料２ 

東白川村特定空家等判断基準 

 

（主旨） 

本基準は、「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）（平成 27年

5月）の第２章（１）「特定空家等」の判断の参考となる基準、「外観目視による住宅の不良度判定の手引き（案）」

（平成 23年 12 月）を踏まえ、本村としての判断基準を定めるものです。 

 特定空家等の判断については、本基準を基に、関係各課と民間、専門家から構成される東白川村空家等対策研究

会にて審議を経て行います。 

 

（基本的な考え方 対応指針） 

 特措法第３条の「空家等の所有者等の責務」において、空家等の所有者又は管理者は、「周辺の生活環境に悪影

響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。」とされており、所有する空家等を責任を持って

適切に管理することが求められています。 

 このため、本村では、適切な管理がなされていない空家等については、その所有者等に対し特措法第 12条の規

定に基づき、情報の提供や助言等を行い、自主的な改善に向けた指導を行います。 

 しかしながら、改善が図られず、本基準に基づき「特定空家等」と判断された空家等については、周辺への悪影

響の程度や切迫性を考慮し、必要に応じて、特措法第 14条に基づき、助言又は指導、勧告といった改善に向けた

働きかけを段階的に行い、それでもなお改善が図られない空家で、特に必要があると認める場合には、同条に基づ

く命令、行政代執行による是正措置を行っていきます。 

 なお、同条に基づく行政指導や是正措置については、所有者等の財産権の制約を伴う行為が含まれることから、

慎重に手続を進めていきます。 

 

（判断基準） 

 空家等が周辺の生活環境（道路、隣地等）に悪影響を及ぼさないよう、総合的に判断を行うものとし、空家等が

次の状態にある場合、当該空家等を特定空家等として判断します。 

〔１〕そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

〔２〕そのまま放置すれば著しく衛星上有害となるおそれのある状態 

〔３〕適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

〔４〕その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 
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【１】そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

「住宅不良度の測定基準（木造住宅等）」（外観目視により判定できる項目） 

※以下、国土交通省のガイドラインに準拠し損壊状態を点数化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定区分 評定項目 評定内容  評点 最高 

評点 

 

 

1 

 

構造 

一 般の

程度 

 

①基礎 

イ 構造耐力上主要な部分である基礎が玉石であ

るもの 

10   

50 

ロ 構造耐力上主要な部分である基礎がないもの 20  

②外壁 外壁の構造が粗悪なもの※ 25  

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

構造の 

腐朽又 

は破損 

の程度 

 

 

③基礎、 

 土台、 

 柱 又 

 ははり 

イ 柱が傾斜しているもの、土台又は柱が腐食し、

又は破損しているもの等小修理を要するもの 

25   

 

 

 

 

 

 

 

 

100 

ロ 基礎に不同沈下のあるもの、柱の傾斜が著し

いもの、はりが腐朽し、又は破損しているもの、土

台又は柱の数箇所に腐朽又は破損があるもの等大

修理を要するもの 

50  

ハ 基礎、土台、柱又ははりの腐朽、破損又は変形

が著しく崩壊の危険のあるもの 

100  

 

 

④外壁※ 

イ 外壁の仕上げ材料の剥落、腐朽又は破損によ

り、下地の露出しているもの※ 

15  

ロ 外壁の仕上げ材料の剥落、腐朽又は破損によ

り著しく下地の露出しているもの又は壁対を貫通

する穴を生じているもの※ 

25  

 

 

 

⑤屋根 

イ 屋根ぶき材料の一部に剥落又はずれがあり、

雨漏りのあるもの 

15  

ロ 屋根ぶき材料に著しい剥落があるもの、軒の

裏板、たる木等が腐朽したもの又は軒のたれ下が

ったもの 

25  

ハ 屋根が著しく変形したもの 50  

 

 

3 

防火上 

又 は避

難 上の

構 造の

程度 

 

⑥外壁 

イ 延焼のおそれのある外壁があるもの 10   

 

50 

ロ 延焼のおそれのある外壁の壁面数が 3 以上あ

るもの 

20  

⑦屋根 屋根が可燃性材料でふかれているもの 10  

4 排水 

設備 

⑧雨水 雨樋がないもの 10  30 
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○脱落、飛散する恐れがある。 

○老朽化し危険となる恐れがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計が 100 点を超えるものは不良住宅と判断する。 

 

 

備考）一の評定項目につき該当評定内容が２又は３ある場合においては、当該評定項目についての評点は、該当評

定内容に応ずる各評点のうち最も高い評点とする。 

※界壁の構造や仕上げ材の状況は、住宅内部に立ち入らないと判定できないため、本手引きでは対象としない。 

 

〈出典〉 

「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン） 

国土交通省住宅局住宅総合整備課住環境整備室 制定（平成27年 5月） 

「外観目視による住宅不良判定の手引き（案）」 

国土交通省住宅局住宅総合整備課住環境整備室 制定（平成23年 12 月） 

 

 

 

 

評定区分 評定項

目 

評定内容  評点 最高

得点 

５ 

 

転倒 

剥奪 

破損 

腐食 

の 

程度 

看板 

 

給湯 

設備 

 

屋上 

水槽等 

看板の仕上げ材料が剥落している。 １０   

 

４０ 

看板、給湯設備、屋上水槽等が転倒して

いる。 

４０  

看板、給湯設備、屋上水槽等が破損又は

脱落している。 

４０  

看板、給湯設備、屋上水槽等の指示部分

が腐食している。 

４０  

６ 腐食 

破損 

傾斜 

屋上階

段又は

バルコ

ニー 

屋上階段、バルコニーが腐食破損又は脱

落している。 

４０   

４０ 

屋上階段、バルコニーが傾斜している。 ４０  

７ 破損 

傾斜 

門 

又は塀 

門、塀にひび割れ、破損が生じている。 １０  ４０ 

門、塀が１/２０以上傾斜している。 ４０  

８ 老朽化 

の程度 

擁壁 擁壁表面に水がしみ出し流出している。   ４０ 

水抜き穴の詰まりが生じている。   

ひび割れが発生している。 ４０  

合計     点 
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【２】「そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈出典〉 

「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン） 

国土交通省住宅局住宅総合整備課住環境整備室 制定（平成27年 5月） 

 

 

【３】「適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態」 

  判定基準 該当に○ 

1） 適切な管理が行われ

ていない結果、既存

の景観に関するルー

ルに著しく適合しな

い状態となっている 

・景観法に基づき景観計画を策定している場合において、当

該景観計画に定める建築物又は工作物の形態意匠等の制限

に著しく適合しない状態となっている。 

 

・地域で定められた景観保全に係るルールに著しく適合しな

い状態となっている。 

 

2） その他、右記のよう

な状態にあり、周囲

の景観と著しく不調

和な状態である。 

・屋根、外壁等が、汚物や落書き等で外見上大きく傷んだり

汚れたまま放置されている。 

 

・多数の窓ガラスが割れたまま放置されている。 

 

 

・看板が原型を留めず本来の用をなさない程度まで、破損、

汚損したまま放置されている。 

 

・立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している。 

 

 

・敷地内にごみ等が散乱、山積みしたまま放置されている。 

 

 

〈出典〉 

「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン） 

国土交通省住宅局住宅総合整備課住環境整備室 制定（平成27年 5月） 

 

  判定基準 該当に○ 

１） 建築物又は設備等の

破損等が原因で、 

右記の状態にある。 

・吹附け石綿が飛散し暴露する可能性が高い状況である。  

・浄化槽等の放置、破損等による汚物の流出、臭気の発生があ

り、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 

 

・排水等の流出による臭気の発生があり、地域住民の日常生

活に支障を及ぼしている。 

 

２） ごみ等の放置、不法 

投棄が原因で、右記 

の状態である。 

・ごみ等の放置、不法投棄による臭気の発生があり、地域住民 

の日常生活に支障を及ぼしている。 

 

・ごみ等の放置、不法投棄により、多数のねずみ、はえ、蚊等 

 が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 
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【４】「その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態」 

  判定基準 該当に○ 

1） 立木が原因で、右記

の状態にある。 

・立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、近隣の道路や家屋の

敷地等に枝等が大量に散らばっている。 

 

・立木の枝等が近隣の道路等にはみ出し、歩行者等の通行を

妨げている。 

 

2） 空家等に住みついた

動物等が原因で、右

記の状態にある。 

・動物の鳴き声その他の音が頻繁に発生し、地域住民の日常

生活に支障を及ぼしている。 

 

・動物のふん尿その他の汚物の放置により臭気が発生し、地

域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 

 

・敷地外に動物の毛又は羽毛が大量に飛散し、地域住民の日

住生活に支障を及ぼしている。 

 

・多数のねずみ、はえ、蚊、のみ等が発生し、地域住民の日

住生活に支障を及ぼしている。 

 

・住みついた動物が周辺の土地、家屋に侵入し、地域住民の

生活環境に悪影響を及ぼす恐れがある。 

 

・シロアリが大量に発生し、近隣の家屋に飛来し、地域住民

の生活環境に悪影響を及ぼす恐れがある。 

 

3） 建築物等の不適切な

管理等が原因で、右

記の状態にある。 

・門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れている等不特定

の者が容易に侵入できる状態で放置されている。 

 

・屋根の雪止めの破損など不適切な管理により、空家からの

落雪が発生し、歩行者等の通行を妨げている。 

 

・周辺の道路、家屋の敷地等に土砂等が大量に流出している。  

〈出典〉 

「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン） 

国土交通省住宅局住宅総合整備課住環境整備室 制定（平成27年 5月） 
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資料３ 

空家等対策の推進に関する特別措置法 

（平成二十六年法律第百二十七号） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に深刻な影

響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護するとともに、その生活環境の保全を図

り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特

別区を含む。第十条第二項を除き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推

進するために必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公共

の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされ

ていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又

は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態

又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景る状態又は

著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なってい

る状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等

をいう。 

 

（空家等の所有者等の責務） 

第三条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、

空家等の適切な管理に努めるものとする。 

 

（市町村の責務） 

第四条 市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関する対策の実施

その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるものとする。 

 

（基本指針） 

第五条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針

（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関 

係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ
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ばならない。 

 

（空家等対策計画） 

第六条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基本指針に即して、空

家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）を定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関する対策に関する基

本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促進に関する事項 

六 特定空家等に対する措置（第十四条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二項の規定による勧告、同

条第三項の規定による命令又は同条第九項若しくは第十項の規定による代執行をいう。以下同じ。）その他の特

定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

４ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、情報の提供、技術的な助

言その他必要な援助を求めることができる。 

 

（協議会） 

第七条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議会（以下この条に

おいて「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の議会の議員、法務、不

動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要と認める者をもって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 

（都道府県による援助） 

第八条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関しこの法律に基づき市町

村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他

必要な援助を行うよう努めなければならない。 

 

（立入調査等） 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把握するための調査

その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことができる。 

２ 市町村長は、第十四条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、当該職員又はその委任し

た者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に立ち入らせようと
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するときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知しなければならない。ただし、当該所有

者等に対し通知することが困難であるときは、この限りでない。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を携帯し、関

係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報であって氏名その他

の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために必要な限度において、その保有に当た

って特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののうち特別区の存する

区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目的で都が保有する情報であって、特別

区の区域内にある空家等の所有者等に関するものについて、当該特別区の区長から提供を求められたときは、

この法律の施行のために必要な限度において、速やかに当該情報の提供を行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係する地方公共団体の

長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求めることができる。 

 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃貸するために所有

し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に管理されているものに限る。）を除く。

以下第十三条までにおいて同じ。）に関するデータベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するため

に必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、情報の提供、助言

その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第十三条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃貸す

るために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供その他これらの活用のために必要な対策を講

ずるよう努めるものとする。 

 

（特定空家等に対する措置） 

第十四条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、立木竹の伐採その他

周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのあ

る状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項

において同じ。）をとるよう助言又は指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の状態が改善されな

いと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を附けて、除却、修繕、立木竹の伐採

その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとることを勧告することができる。 
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３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかった場

合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を附けて、その勧告に係る措置を

とることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じようとする者に対

し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期限を記載した通知書を交附して、

その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければな

らない。 

５ 前項の通知書の交附を受けた者は、その交附を受けた日から五日以内に、市町村長に対し、意見書の提出に代

えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措置を命じようとする

者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によって命じようとする措

置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に規定する者に通知するとともに、これを公

告しなければならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠を提出することがで

きる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者がその措置を

履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限までに完了する見込みがないときは、

行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第

三者をしてこれをさせることができる。 

10 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜられるべき者

を確知することができないとき（過失がなくて第一項の助言若しくは指導又は第二項の勧告が行われるべき者

を確知することができないため第三項に定める手続により命令を行うことができないときを含む。）は、市町村

長は、その者の負担において、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることがで

きる。この場合においては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わな

いときは、市町村長又はその命じた者若しくは委任した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなけれ

ばならない。 

11 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交通省令・総務省令で定

める方法により、その旨を公示しなければならない。 

12 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。この場合においては、当

該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはならない。 

13 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章（第十二条及び第十四条

を除く。）の規定は、適用しない。 

14 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図るために必要な指針を

定めることができる。 

15 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省令・総務省令で定め

る。 

 

（財政上の措置及び税制上の措置等） 

第十五条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施
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に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、地方交附税制度の拡充その他の必要な

財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対

策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の措置を講ずるものとする。 

 

（過料） 

第十六条 第十四条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の過料に処する。 

２ 第九条第二項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、二十万円以下の過料に処する。 

 

附則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。ただし、第

九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内にお

いて政令で定める日から施行する。 

 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、必要があると認め

るときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 
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資料４ 

行政代執行法 

（昭和二十三年法律第四十三号） 

最終改正 昭和三七年九月一五日法律第一六一号 

第一条 行政上の義務の履行確保に関しては、別に法律で定めるものを除いては、この法律の定めるところによ

る。 

第二条 法律（法律の委任に基く命令、規則及び条例を含む。以下同じ。）により直接に命ぜられ、又は法律に基

き行政庁により命ぜられた行為（他人が代つてなすことのできる行為に限る。）について義務者がこれを履行し

ない場合、他の手段によつてその履行を確保することが困難であり、且つその不履行を放置することが著しく

公益に反すると認められるときは、当該行政庁は、自ら義務者のなすべき行為をなし、又は第三者をしてこれを

なさしめ、その費用を義務者から徴収することができる。 

第三条 前条の規定による処分（代執行）をなすには、相当の履行期限を定め、その期限までに履行がなされない

ときは、代執行をなすべき旨を、予め文書で戒告しなければならない。 

○２ 義務者が、前項の戒告を受けて、指定の期限までにその義務を履行しないときは、当該行政庁は、代執行令

書をもつて、代執行をなすべき時期、代執行のために派遣する執行責任者の氏名及び代執行に要する費用の

概算による見積額を義務者に通知する。 

○３ 非常の場合又は危険切迫の場合において、当該行為の急速な実施について緊急の必要があり、前二項に規

定する手続をとる暇がないときは、その手続を経ないで代執行をすることができる。 

第四条 代執行のために現場に派遣される執行責任者は、その者が執行責任者たる本人であることを示すべき証

票を携帯し、要求があるときは、何時でもこれを呈示しなければならない。 

第五条 代執行に要した費用の徴収については、実際に要した費用の額及びその納期日を定め、義務者に対し、文

書をもつてその納附を命じなければならない。 

第六条 代執行に要した費用は、国税滞納処分の例により、これを徴収することができる。 

○２ 代執行に要した費用については、行政庁は、国税及び地方税に次ぐ順位の先取特権を有する。 

○３ 代執行に要した費用を徴収したときは、その徴収金は、事務費の所属に従い、国庫又は地方公共団体の経済

の収入となる。 

 

附 則 

○１ この法律は、公布の日から起算し、三十日を経過した日から、これを施行する。 

○２ 行政執行法は、これを廃止する。 

 

附 則 （昭和二六年三月三一日法律第九五号） 抄 

１ この法律は、公布の日から施行し、この法律中に特別の定がある場合を除く外、市町村民税に関する改正規定

中法人税割に関する部分及び事業税に関する改正規定中法人の行う事業に対する事業税に関する部分について

は昭和二十六年一月一日の属する事業年度分から、その他の部分については昭和二十六年度分の地方税から適

用する。 

 

附 則 （昭和三四年四月二〇日法律第一四八号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、国税徴収法（昭和三十四年法律第百四十七号）の施行の日から施行する。 
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（公課の先取特権の順位の改正に関する経過措置） 

７ 第二章の規定による改正後の各法令（徴収金の先取特権の順位に係る部分に限る。）の規定は、この法律の施

行後に国税徴収法第二条第十二号に規定する強制換価手続による配当手続が開始される場合について適用し、

この法律の施行前に当該配当手続が開始されている場合における当該法令の規定に規定する徴収金の先取特権

の順位については、なお従前の例による。 

 

附 則 （昭和三七年九月一五日法律第一六一号） 抄 

１ この法律は、昭和三十七年十月一日から施行する。 

２ この法律による改正後の規定は、この附則に特別の定めがある場合を除き、この法律の施行前にされた行政

庁の処分、この法律の施行前にされた申請に係る行政庁の不作為その他この法律の施行前に生じた事項につい

ても適用する。ただし、この法律による改正前の規定によつて生じた効力を妨げない。 

３ この法律の施行前に提起された訴願、審査の請求、異議の申立てその他の不服申立て（以下「訴願等」とい

う。）については、この法律の施行後も、なお従前の例による。この法律の施行前にされた訴願等の裁決、決定

その他の処分（以下「裁決等」という。）又はこの法律の施行前に提起された訴願等につきこの法律の施行後に

される裁決等にさらに不服がある場合の訴願等についても、同様とする。 

４ 前項に規定する訴願等で、この法律の施行後は行政不服審査法による不服申立てをすることができることと

なる処分に係るものは、同法以外の法律の適用については、行政不服審査法による不服申立てとみなす。 

５ 第三項の規定によりこの法律の施行後にされる審査の請求、異議の申立てその他の不服申立ての裁決等につ

いては、行政不服審査法による不服申立てをすることができない。 

６ この法律の施行前にされた行政庁の処分で、この法律による改正前の規定により訴願等をすることができる

ものとされ、かつ、その提起期間が定められていなかつたものについて、行政不服審査法による不服申立てをす

ることができる期間は、この法律の施行の日から起算する。 

８ この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

９ 前八項に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。 
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資料５ 

東白川村空家等の適正管理に関する条例 

平成 27年 3月 9日 

条例第 27号 

 

(目的) 

第１条 この条例は、空家等の適切な管理及び活用促進を図るため、村及び所有者等の責務を明らかにするとと

もに、空家等対策の推進に関する特別措置法(平成 26年法律第 127 号。以下「法」という。)第 4条の規定に基

づく空家等に関する対策の実施その他の空家等に関する措置について、必要な事項を定めることにより、防災、

防犯、衛生、景観等の村民の生活環境を保全し、もって魅力ある美しい村づくりの推進に寄与することを目的と

する。 

 

(定義) 

第２条 この条例において「空家等」とは、村内に存する建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の

使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地(立木その他の土地に定着する物を含む。)をいう。

ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

２ この条例において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態

又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっ

ている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空

家等をいう。 

 

(当事者間における解決の原則) 

第３条 特定空家等に関し生ずる紛争は、当該紛争の当事者間において解決を図るものとする。 

 

(所有者等の責務) 

第４条 空家等の所有者又は管理者(以下「所有者等」という。)は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、

自らの責任において空家等の適切な管理を行うものとし、当該空家等が管理不全な状態にあるときは、直ちに

当該管理不全な状態を解消しなければならない。 

２ 所有者等は、自ら使用する見込みがない空家等を有効活用するよう努めるものとする。 

 

(村民の役割) 

第５条 村民は、特定空家等の増加防止を図るため、それぞれが協力し、又は 1 人 1 人が主体的に安全で良好な

生活環境の確保に努めるとともに、村がこの条例に基づき実施する施策に協力するよう努めるものとする。 

２ 特定空家等であると疑われる空家等を発見した村民は、速やかに村にその情報を提供するよう努めるものと

する。 

 

(村の責務) 

第６条 村は、この条例の目的を達成するため、次に掲げる事項を実施するものとする。 

(１) 空家等の適正な管理及び管理不全な状態になることの防止に係る啓発に関すること。 

(２) 特定空家等の改善を図るための必要な措置に関すること。 
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(３) 活用可能な空家等についての有効活用の促進に関すること。 

 

(特定空家等の認定) 

第７条 村長は、空家等に関し、第 5条第 2項の情報提供を受けたとき又は特定空家等であると疑われるときは、

第 18条第 1項の規定による調査を行い、当該空家等が現に特定空家等であると認めるときは、特定空家等とし

て認定するものとする。 

 

(助言又は指導) 

第８条 村長は、前条の規定により認定した特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、

立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置(そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上

危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態にない特定空家等については、建

築物の除却を除く。次条において同じ。)をとるよう助言又は指導をすることができる。 

 

(勧告) 

第９条 村長は、前条の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の状態が改善されな

いと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を附けて、除却、修繕、立木竹の伐採

その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとることを勧告することができる。 

 

(命令等) 

第 10 条 村長は、前条の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかった場

合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を附けて、その勧告に係る措置を

とることを命ずることができる。 

２ 村長は、緊急の必要があって前 2 条に定める手続によることができない場合に限り、これらの手続によらな

いで、空家等の所有者等に対し、期限を定めて必要な対策を講ずるよう命令することができる。 

３ 村長は、前 2項の規定による命令をしようとするときは、あらかじめ当該命令を受けるべき所有者等に対し、

東白川村行政手続条例(平成 9 年東白川村条例第 3 号)第 27 条から第 29 条までに規定する方法により、書面に

よる弁明の機会を与え、当該弁明に理由がないと認められる場合に当該命令をするものとする。 

 

(公表) 

第 11 条 村長は、前条の規定による命令を行ったにもかかわらず、当該所有者等が正当な理由なく当該命令に従

わないときは、次に掲げる事項を公表することができる。 

(１) 命令に従わない者の住所及び氏名(法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名) 

(２) 命令の対象である空家等の所在地 

(３) 命令の内容 

(４) その他村長が必要と認める事項 

２ 前条第 3項の規定は、前項の場合に準用する。 

 

(代執行等) 

第 12 条 村長は、前条第 1項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者がその措

置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限までに完了する見込みがないとき
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は、行政代執行法(昭和 23 年法律第 43 号)の定めるところに従い、自ら所有者等のなすべき行為をし、又は第

三者をしてこれをなさしめ、その費用を所有者等から徴収することができる。 

 

(緊急安全措置) 

第 13 条 村長は、空家等の状態に起因して、人の生命、身体又は財産に危害が及ぶことを回避するため緊急の必

要があると認めるときは、所有者等の負担において、これを回避するために必要な最小限度の措置を講ずるこ

とができる。 

２ 村長は、前項の措置を講ずるときは、所有者等を確知することができない場合を除き、あらかじめ所有者等に

通知をしなければならない。ただし、緊急かつやむを得ないと認められるときは、この限りでない。 

３ 村長は、第 1項の措置を講じたときは、その費用を所有者等から徴収することができる。 

 

(所有者等による空家等の適切な管理の促進) 

第 14 条 村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、情報の提供、助言その

他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

 

(関係機関との連携) 

第15条 村は、特定空家等による危険を回避するために必要があると認めるときは、警察その他関係機関に対し、

必要な協力を要請することができる。 

 

(専門的知識を有する者からの意見聴取) 

第 16 条 村長は、第 10条の規定による命令又は第12条の規定による代執行をしようとする場合において、その

空家等の管理不全な状態等について専門的な見地から客観的に判断するため、必要があると認めるときは、専

門的知識を有する者の意見を聴くことができる。 

 

(空家等の所有者等に関する情報利用等) 

第 17 条 村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報であって空家等の所有者

等又はその連絡先を確知するために有用なものについては、東白川村情報公開及び個人情報保護に関する条例

(平成 14年東白川村条例第 11号)第 18条第 1項の規定にかかわらず、個人情報を利用し、又は他の実施機関に

対し個人情報の提供を求めることができる。 

２ 村長は、法第 10条第 3項の規定により、関係する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等

の把握に関し必要な情報の提供を求めることができる。 

 

(立入調査等) 

第 18 条 村長は、村内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把握するための調査その他空家等に関し

この条例の施行のために必要な調査を行うことができる。 

２ 村長は、第 10 条から第 12 条までの規定の施行に必要な限度において、当該職員又はその委任した者に、空

家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。 

３ 村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に立ち入らせようとする

ときは、その 5日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者等

に対し通知することが困難であるときは、この限りでない。 
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４ 村長は、第 2 項の規定により当該職員又はその委任した者を必要な場所に立ち入らせようとする場合で必要

があると認めるときは、専門的な知識を有する者その他必要な者を同行させ、意見を求めることができる。 

５ 第 2 項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を携帯し、関

係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

６ 第 2項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

 

(委任) 

第 19 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

この条例は、平成 27年 4月 1日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


